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3　施策の現状・住民意見等
①施策の現状（第１期基本計画策定当初）と今後の状況変化

②この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

４　施策の評価
①施策の振り返り（経営方針の達成度等）

●中小・小規模事業者は大企業と比較して、近年の景気変動や経済・社会情勢の厳しい変化に対応できる経
営基盤が整っていないところがあるため、引き続き、商工会や関係機関と連携し、伴走型の支援に取り組む
必要があります。
●本市は、特産品や観光資源が少ないため、特産品の掘り起こしや商工業者のPRの場の創設等に取り組み
ます。
●観光や商業においては、そのシンボルとなるような施設が少ないため、国内外から様々な人が交流できる
拠点の創出を、関係商工業との連携のもと、進めます。

施策マネジメントシート
（令和６年度目標達成度評価）

シート２ 施策24：商工・観光業の振興

①【市民の生活利便性の向上や市外からのヒト・モノ・カネの流れを活性化させる産業間連携による交流拠
点の創出に取り組みます。】については、「デジタルキッチンプロジェクト」の取り組みとして、㈱フード
ラボ合志による、キッチンカーの創業支援やにぎわい創出のためのマルシェ開催、移動販売を実施しまし
た。移動販売においては、㈱フードラボ合志、㈱藤本物産、合志市社会福祉協議会と協働で行い、各コミュ
ニティにおける交流拠点の創出に寄与しました。

②【 引き続き中小企業等振興基本条例に基づいた取り組みを積極的に進めるとともに、国・県・商工会・
クラッシーノこうし・㈱こうし未来研究所・官民連携コンソーシアム等と連携し、商工事業者の経営安定、
新商品の開発及び合志ブランドの創出、販路及びインバウンド需要の拡大等、地域経済の活性化につながる
取り組みを推進します。】については、商工会と共同で、新入社員合同研修会の開催や中小企業等人材育成
事業を実施しました。また、合志市中小企業等活性化会議を開催し、中小企業振興施策のR5実績報告、優
良中小企業決定、事業承継、ふるさと納税などにおける市の取組方針を説明しました。会議の中では、ふる
さとの逸品を開発を支援するための取り組みとして、六次化補助金の改正について検討を行いました。

③【市地方創生総合戦略に基づき、国(九州経済産業局)や熊本県よろず支援拠点、県信用保証協会、商工会
及び金融機関との官民連携によるルーロ合志を拠点とした伴走型の創業、起業支援や農商工連携をさらに強
化・推進します。】については、商工会及び関係機関と連携して、中小企業者店舗等近代化融資金利子補給
事業、創業融資制度事業、創業者支援信用保証料補給金事業、創業支援事業補助金等事業を行ない、中小企
業及び創業者を支援しました。また、物価高や賃金引上げ等、事業者を取り巻く社会環境の変化により、休
廃業・解散件数が増加している背景から、市内事業所の事業承継を促進し、廃業による経済的・社会的損失
を防ぐために、市と商工会及び金融機関９者で、事業承継・創業連携支援協定を調印しました。

（令和6年度（令和5年度振り返り）の施策評価における議会意見）
●製造業のみに頼らず、産業の多様化を図ること。
●市内商工業者に半導体関連産業進出の効果を結び付けること。
●中小企業等振興基本条例に基づいた取り組みの推進を図ること。
●半導体産業と共生する社会づくりを通して、市の商工業の発展を見据えていくこと。

（令和6年度（令和5年度振り返り）の施策評価における総合政策審議会意見）
●市内企業に市の農産品を活用してもらえるよう行政がマッチングを図ること。
●市内事業者の事業継承について支援すること。
●合志ブランド品の開発や改良に努めること。
●商工会の会員数が増加するよう支援すること。

令和６年度経営方針からの振り返りは以下のとおりです。



②施策の課題（令和6年度の施策の振り返りから見る課題）

５　施策の令和６年度結果に対する審査結果
①政策推進本部での指摘事項（施策目標達成度評価結果報告を受けて令和７年７月２３日）

②総合政策審議会での指摘事項（令和7年７月３１日、8月６日のまとめ）

③議会の行政評価における指摘事項（令和７年９月１日）

６　次年度に向けた取り組み方針
〇政策推進本部　令和8年度合志市経営方針（令和7年10月10日）

●6次産業化の推進にあたっては、市独自での製品化やブランド化にとどまらず、既存の市内事業者によ
る6次産業化商品の販路拡大支援を行うなど、中小企業支援の一環として取り組む視点も取り入れるこ
と。
●効果的なＰＲ戦略を実行するために、地域おこし協力隊員やクリエーター塾と連携すること。
●商工会や関係機関と連携し、事業継承とM&Aの推進を図ること。

①域内経済圏の拡大及び地域のにぎわい創出のため、合志農業活力プロジェクト・合志地域ブランド推進
協議会等と連携し、新商品開発を支援します。
②既存商品の磨き上げに努めるとともに、ふるさと納税の返礼品開拓を進めます。
③市事業承継・創業連携に関する協定に基づき、セミナーの開催や広報啓発を実施し、域内の事業承継の
推進を図ります。
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●地域経済を支える中小企業発展のため、中小企業等振興基本条例に基づいた基本的施策の継続的な実施
が必要です。
●中小企業経営者等の後継者不足が進んでおり、事業承継への支援を強化する必要があります。
●域内の個人消費拡大と企業活動支援が必要です。
●所得の向上及び経営安定化を目指して農商工連携を強化するため、６次化産業による商品開発を支援す
る必要があります。

●市内外の若手起業家や事業承継を希望する人材と中小企業を結びつけるマッチングサービスを強化する
こと。また、市商工会や金融機関と連携し、効果的なマッチングの場を提供すること。
●６次化産業の推進に向けて、新たな市のブランド特産品の開発及び既存特産品の磨き上げやマーケティ
ングを強化すること。また、その成果をふるさと納税寄附金の返礼品につなげていくこと。

●観光地の創出に向けて、官民が連携した取組を行うこと。
●官民連携による交流人口の増加に努めること。


